岐阜市学校薬剤師会　S D G s宣言の評価
宣言：2022年 12月
評価：2026年　６月

目標　3	すべての人に健康と福祉を	
①学校保健安全委員会等での感染症対策への指導助言
	実施状況
	◎　

	実施内容
	ほぼ全校で実施されていると考えられる。

	成果・変化
	コロナ禍において、各学校における感染症対策への関与は大きく増加し、学校保健安全委員会等での助言は広く実施された。

	課題
	学校保健安全委員会等での活動実績を継続的に把握し、感染症対策に関する専門的助言の成果を共有できる体制を整備する。


　　
目標　4	質の高い教育をみんなに	
②医薬品の正しい使い方や薬物乱用防止教室への参画
	実施状況
	◎　

	実施内容　　
	岐阜市内の小中高等学校において、学校薬剤師による「医薬品の適正使用」および「薬物乱用防止」に関する出前講座・教室を実施している。
学校薬剤師へのアンケート結果（回答率：５７％　実施率：８５％）
本会会員70名中45名が岐阜県知事から委嘱を受ける「薬物乱用防止指導員」として活動しており、専門的知見に基づいた質の高い教育を提供している。
2025年の学校薬剤師研修会において、社会問題化している「オーバードーズ（市販薬の過剰摂取）」をテーマに学習会を開催。
2026年6月の保険薬局研修会において、学校薬剤師会より講師を派遣。「オーバードーズ（OD）の理解」をテーマとした講演を行い、地域薬剤師への啓発を実施予定。

	成果・変化
	有資格者による継続的な教室開催により、児童生徒の薬物に対する正しい知識と、危険を回避する力の育成に寄与している。
専門知識を持つ薬剤師が直接教室に関与することで、児童生徒のヘルスリテラシー向上に寄与している。
学校内での教育に留まらず、保険薬局薬剤師に対してもODの現状と課題を共有することで、地域全体でODの早期発見・防止に取り組むネットワークを構築している。
最新の社会課題（OD）に対して、学校薬剤師が「専門家としての情報発信源」となり、職能間の知識底上げに寄与している。
・研修後のアンケート（回答27名）において、96.3％（「とても」70.4％、「少し」25.9％の合算）が「OD問題への理解が深まった」と回答。
・全体の約67％（18.5％が「考えが変わった」、48.1％が「考え直すきっかけとなった」）が、単なる知識習得に留まらない意識の変容を報告しており、専門職としての資質向上に大きく貢献した。

	課題
	ODを含む薬物乱用防止教育の効果を継続的に評価し、学校・薬局・関係機関が連携した相談支援体制の強化を図る。


③エピペンの指導・基礎疾患児への支援
	実施状況
	◎　

	実施内容
	食物アレルギーを有する児童生徒へのエピペン使用に関する指導および基礎疾患を持つ児への個別支援を実施 。
【先進的・具体的取組】 高等学校において、早期からアレルギー緊急時対応シミュレーションの重要性を提言し、教職員への実技指導を主導した。

	成果・変化
	個別校での継続的な指導により、緊急時における学校現場の対応力が向上し、児童生徒の生命の安全確保に直結している。

	課題
	会全体として各会員の個別活動（エピペン指導等）の詳細を把握し、優れた事例を共有・標準化できる仕組みの構築


④V O C検査による環境整備
	実施状況
	◎　

	実施内容
	学校環境衛生基準に基づき、ほぼ全校において定期的なVOC検査を実施。
【発展的取り組み】 岐阜市教育委員会の刊行物「たくましい子らをめざして」において、香害（人工的な香料による健康被害）に関する記事を執筆。
柔軟剤等に含まれるマイクロカプセルの使用制限について、専門的知見から具体的な提言を行った。

	成果・変化
	全校での検査継続により、シックハウス症候群等のリスクを低減し、児童生徒の健康を守る体制を維持している。
教育委員会発行の媒体を通じて「香害」という新しい環境課題を広く周知し、学校現場における化学物質管理の重要性を啓発した。
マイクロカプセルの制限に関する提言により、児童生徒の健康被害の未然防止に向けた行政的な配慮を促した。

	課題
	新たな化学物質（香料等）による健康影響について、学校現場への情報提供と予防的対応を推進する。



目標　５　ジェンダー平等を実現しよう	
⑤I C Tを活用した研修の導入
	実施状況
	◎　

	実施内容
	新規学校薬剤師に対して従来は平日夜間（20時〜22時）に複数回の研修を実施していたが、受講しやすい環境整備のため研修体制を見直した。
知識に関する内容についてはホームページ上に研修動画を掲載し、一定期間内に視聴する形式とした。
また、実技（検査機器の取り扱い）については日曜日午前に現地で実施する形に変更した。

	成果・変化
	時間や場所に制約のある薬剤師でも研修に参加しやすい体制となった。
特に子育て中の薬剤師の参加機会の確保につながった。
研修内容の標準化および効率化が図られた。　
令和5年から8年度に応募した薬剤師21名のうち10名が女性であり、多様な背景を持つ薬剤師が参加しやすい環境整備の効果が示唆された。

	課題
	2030年度まで研修受講率90％以上を維持するとともに、理解度評価と会員間交流の機会を充実させる。



⑥子育て支援（執筆等）
	実施状況
	◎　

	実施内容
	岐阜市子ども未来部が主催する子どもの健康を考える委員会の委員として参画し、「子どもの健康を考えるつどい」など子どもの健康および保護者支援に関する活動に関与している。

	成果・変化
	地域における子育て支援活動への参画が継続されている。
行政と連携した形で子どもの健康づくりに貢献している。

	課題
	行政との連携による子育て支援活動の成果を可視化し、学校薬剤師の専門性を活かした支援機会の拡充を図る。



目標　6	　安全な水とトイレを世界中に	
⑦学校の水の安全確保
	実施状況
	◎　

	実施内容
	学校環境衛生基準に基づき、全校で飲料水の定期検査を実施している。
また、検査結果に基づき必要な指導助言を行っている。

	成果・変化
	全校で継続的に検査が実施されており、水の安全確保体制が確立している。
検査結果を踏まえた対応が適切に行われている。
学校における衛生管理の基盤として定着している。

	課題
	検査結果や改善事例の共有を進め、学校間での環境衛生管理水準の向上を図る。



目標　11　住み続けられるまちづくりを	
⑧災害の衛生環境確保・事前準備
	実施状況
	◎　

	実施内容
	災害時の対応力向上を目的として、以下のマニュアルを策定した。
・災害時における薬剤師班活動マニュアル（衛生班）
・学校・学校薬剤師のための学校再開に向けた環境衛生マニュアル
さらに岐阜市薬剤師会派遣薬剤師研修ではクロノロジー作成訓練を実施し、令和8年度の学校薬剤師会研修会においてはマニュアルの説明を行い周知を図った。

	成果・変化
	災害時および学校再開時の対応について、具体的な行動指針が明確化された。
学校再開時に必要な検査だけでなく、平時からの備えについても整理された。
研修会での説明により、会員への理解促進と活用の基盤が整った。
災害時における薬剤師の役割が明確になり、組織としての対応力が向上した。

	課題
	マニュアルの実効性を高めるため、訓練やシミュレーションを継続的に実施する。



目標　13　気候変動に具体的な対策を	
⑨効率的な換気の指導、環境分野への関与
	実施状況
	◎　

	実施内容
	学校環境において、冷暖房効率を考慮した適切な換気について指導を行っている。
【新規取り組み】岐阜県地球温暖化防止活動推進センターと連携し、本会役員2名が推進員として関与し、小学校において地球温暖化防止に関する講師活動や地域イベントでの環境啓発活動への参画。

	成果・変化
	学校保健活動と環境施策が連動して実施されている。
地域の環境施策に中核的に関与するとともに、その内容を教育現場へ還元している。
児童への環境教育を通じて、持続可能な社会に関する意識啓発に寄与している。
総会等の公式報告においても本活動が定着しており、会を挙げた重点的な環境活動として認知されている。

	課題
	気候変動と健康に関する教育活動を継続し、学校・地域・関係団体との連携を拡大する。



目標　17　パートナーシップで目標を達成しよう	
⑩行政・関係団体との連携
	実施状況
	◎　

	実施内容
	本会は、関係団体および行政との連携を通じて学校保健活動の推進に取り組んでいる。
岐阜市学校保健会において、本会会長が副会長として運営に参画している。
岐阜市こども未来部が関与する子どもの健康を考える委員会に委員として参画している。
岐阜市学校給食研究委員会等に参画し、学校における健康支援に関与している。
岐阜県地球温暖化防止活動推進センターにおいて、本会役員が関与している。

	成果・変化
	コロナ禍において、各学校における感染症対策への関与は大きく増加し、学校保健安全委員会等での助言は広く実施されたと考えられる。

	課題
	関係機関との連携成果を共有し、多職種協働による学校保健活動のさらなる充実を図る。




【追加項目】専門的知見に基づく啓発と組織運営のグリーン化（SDGsアップデート）
当初の宣言項目に加え、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）等の科学的エビデンスに基づく健康リスクの啓発活動を実施するとともに、自組織においてもICTの活用や業務プロセスの見直しを断行しました。「専門家としての情報発信」と「組織としての環境負荷低減」を両立させるため、以下の取り組みを推進しています。
目標　13 気候変動に具体的な対策を／目標　３　すべての人に健康と福祉を
⑪気候変動と健康リスクに関する啓発・職能連携
	実施状況
	◎　

	実施内容
	【高度な専門的発信】 2024年岐阜市保険薬局研修会において「環境について考える」と題した講演を実施。IPCC報告書や気候変動影響評価報告書に基づき、気候感受性の高い疾患・病態、気候変動関連死、医学界の共同論説について解説・啓発を行った。

	成果・変化
	【職能間の意識変革】 薬剤師に対し、気候変動を単なる環境問題ではなく「健康リスク（疾患・死亡率）」として捉え直す視点を提供した。
医学的エビデンス（共同論説等）に基づく発信により、地域医療を担う薬剤師が気候変動対策に取り組む意義を明確に示した。

	課題
	気候変動による健康影響に関する最新知見を継続的に発信し、学校保健および地域保健活動へ反映する。



目標　12 　つくる責任つかう責任
⑫事務・検査業務の効率化と資源保護
	実施状況
	◎

	実施内容
	検査試薬の送付回数を、年間3回から「3回分を1回でまとめて郵送」に変更した。
契約内容に変更がない場合の「自動更新制度」を導入した。
総会の議決権行使を従来の郵送方式から「WEB回収」へ移行した。

	成果・変化
	配送回数の削減により、梱包資材（プラスチック・紙）の使用量および輸送時の環境負荷を低減した。
ペーパーレス化が進み、事務局の作業コストと郵送費用を大幅に削減できた。

	課題
	2030年度まで総会資料および会員向け通知の電子化率100％を維持し、さらなるペーパーレス化を推進する。



目標　13　気候変動に具体的な対策を
⑬ 組織運営のオンライン化（DX推進）による環境負荷低減
	実施状況
	◎

	実施内容
	理事会等の会議体を対面形式からZOOMを活用したオンライン形式もとり入れた。

	成果・変化
	役員の移動に伴う車両等のCO2排出量を削減した。
移動時間が解消されたことで、多忙な薬剤師が役員活動に参画しやすい環境が整備された。

	課題
	多様な働き方に対応した参加機会を維持しつつ、対面交流との適切なバランスを図る。



目標　10　人や国の不平等をなくそう
⑭多様な背景を持つ薬剤師が参画できる環境整備
	実施状況
	○

	実施内容
	勤務形態や家庭環境等にかかわらず学校薬剤師活動へ参画できるよう、研修動画の配信やICTを活用した研修を導入した。これにより、子育てや介護等の事情を抱える薬剤師も参加しやすい環境整備を進めるとともに、新規学校薬剤師の確保と育成に取り組んでいる。

	成果・変化
	子育て、介護、勤務等の事情に左右されず研修参加が可能となった。
令和5～8年度応募者21名中10名が女性であり、多様な人材の参画につながった。
地域や勤務形態による参加機会の格差縮小に寄与した。

	課題
	子育て、介護、勤務形態等にかかわらず参加しやすい環境を維持し、学校薬剤師活動への参画機会のさらなる拡大を図る。



目標　８　働きがいも経済成長も
 ⑮学校薬剤師の育成と次世代人材への職業啓発
	実施状況
	◎

	実施内容
	学校薬剤師の資質向上を目的として、毎年学校薬剤師研修会を開催するとともに、新規学校薬剤師研修を実施している。また、研修動画の配信やホームページを活用した情報提供により、多様なライフステージにある薬剤師が参加しやすい研修体制を整備している。
さらに、高等学校等における職業講話を通じて薬剤師の職能や社会的役割について紹介し、次世代を担う人材の育成に取り組んでいる。

	成果・変化
	研修動画の活用により、子育てや介護、勤務の都合などにより従来の集合研修への参加が難しかった薬剤師も受講しやすくなり、継続的な資質向上の機会を確保することができた。
令和5年度から令和8年度に学校薬剤師へ応募した薬剤師21名のうち10名が女性であり、多様な背景を持つ薬剤師が学校薬剤師活動へ参画しやすい環境整備の成果がみられた。
また、職業講話を通じて児童生徒に薬剤師の職能や社会における役割を伝えることで、将来の職業選択や医療職への理解促進に寄与している。

	目標
	2030年までに新規学校薬剤師15名増を目指し、若手薬剤師への広報および研修体制の充実を図る。 




